
 
 
 

口頭発表 第１部 
  



の 性  
 

 実（ 一生 ンジ 株式会社 ー ト推進  長） 

野 平（ 一生 ンジ 株式会社 職場定 推進  長） 

 

  

一生 ンジ 株式会社（以下「 」という。）

は 立から1 年が した。この に は、上 が部

下の業 を 理する体制から社員ひとりひとりが主体的に

し行動できる体制への 行、 ーシ ンを し

た人事評価制度の 、 の取組みを 理し、 な

ことをまとめた社 の 成などに取り組んできた。 に近

年では、より 率的で 定的な組 りとして、理念体

の 、組 の 、人事評価制度の 定などを行ってい

る。こうした取組みに福祉 職として関わってきた

から、特 子会社が上 くいっているとはどのような状

で のために必要な要 とは か、会社の目的（理念体 ）、

組 （社 ）、人事評価制度などの から 目別に

していく。 れらのことを通して、特 子会社とは か、

ができるのか（できないのか）、特 子会社の と

について していきたい。本 が、障 者雇用を進め

るための一 となれば いである。 

 

  

本 に る前に、 を ってすれば特 子会社の が

上 くいっているとい るのかということについて し

ていきたい。特 子会社は障がい者雇用を進めるために

られた会社なので、 に多くの人を雇用できていれば

上 くいっているのだ うか。 のことながら特 子会

社も会社であり企業なので、 など業 で評価 れるこ

とは 要である。（現に特 子会社で 化している会

社が きな となっている）しかし、 を し

ると が上 くいかなくなるのも特 子会社の の

し ではないだ うか。 は、一 、上がると に上の

目標を 定し達成し続けなくてはならなくなる がある。

のため を に すると、直 、 上げに がる

取組み以外のことができなくなる クがある。 ば、

り上げ向上のための業 率化で、 員全員で し

う（ 有する） が取れなくなる、 がな うな社

員に をかける（ し う） が っていく、 れらの

ことがトラ ルの増加や体 を す社員の増加、ひいては

職に がっていく。 率化の中で かれるものは「

の概念」ではないだ うか。特 子会社は働く場であると

ともに の場でもある。 とは、人と人の に、「

かい」や「 」「 いやり」などがあり、 れらが機 し

ている状 で、 こに を くことで いに れ ンパ

ー れる場のことである。特 子会社などで働いている

と、障がいのある社員から か特別なことを れたわけで

はなくても、 が になるといった を つ人

は多いのではないだ うか。障がい者雇用や特 子会社と

いうと、 者の社員が、障がいのある社員に対して

や かいなど を提供しているというイ ージがある

かもしれないが、実 には は 方向的なものであり、

の概念が れている場では、 者、障がい者の

別なく こで働く人が生き生きと れ れの力を す

ることができるようになる。特 子会社が上 くいってい

るというのは、会社が働く場であるとともに の場とし

ても機 しており、 こにいる人 れ れが力を した

果、 の活動が に がる状 のことを指すのではな

いだ うか。 からは、 と を 立するためにはど

うするのがいいかという から各 目について ていく。 

(1) 業  

のために働くのか。目的 を って 事をすること

はとても なことである。 の指 となる企業理念をど

う 定するのかということは企業にとって 要なことだが、

なる く多くの人が、実感が てるシンプルなものを 定

することから めるのが理 的である。 では会社

立 は「業 で をしない」「 事としてのク テ

を する」ために、会社が社員に める内容を理念とし

て 定していた（図 ）。しかし、 の とともに、社

員の成長が企業の成長であるということに き、社員が

成長するために必要な要 を た の行動からまとめた

ものを社 （図 ）として掲げるようになった。社 は、

り し し いを 、 た が にしている価値

をまとめたもので、多くの社員にとって実感を い

していった。 かが た内容を るのではなく、

た の取組みを 化したことで、理念を ごと化して

られるようになり、障がいの有 に関係なく多くの社

員が 感し、取組みの となっていった。 の理念体

は、 に をすすめ、現在のような （図３）に

している。このようになる くシンプルな で め、 の

の状 に応 て必要な内容を 理していくことで、会

社が にしている 的なものと の ー 方に応

ることができる理念体 となっていくことが である。 
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(2) （ ） 

現場に 事を 定する があることが 要である。障

がいのある社員が働く現場は、 の日の社員の体 など

かい 化に くことができる場であり な対応が必要

な場でもある。 のため必要なことを現場の で実行で

きる体制を っていくために 力現場に を する必

要がある。社員と一 に働いていない本部（本社）が現場

に必要なことを きながら、 なサポートを

し、ト プダウンで実行するという ルは特 子会社で

は成立しにくいのではないだ うか。一 の企業では上が

定した内容に対して、現場が多 の 理をしてでも従う

のが 通であったり、 かもしれないが、特 子会社で

は障がいのある社員が多数いるため な や多 の 理

ができ に社員が体 を したり、業 得の ー に

個人 が きく、 通りに業 が進まなかったりす

るからである。 のため現場の を い上げ会社が

定を行っていく トム プの体制を 立することが

ましい。 なのは、 れ れの社員が の を っ

ても な評価に がらないことや、 を っても の

から カに れないといったような心理的 全 が

たれている状 をいかに っていくかということである。

心理的 全 が たれた環境で 定の を つことがで

きれば現場はより機 的に活動することができるようにな

る。 

( )  

では、人事評価制度、職 制度は、社員の

ーシ ンの 、向上のために 用 れており、人事

は評価のためというよりは、上 と社員が定 的に対 す

る ーシ ン ールとして機 していた。職 制

度についても一 社員で 社した社員の が（も ん

ペー は人によって うが）一つ上のト ー ーの職 に

上がることを 定しており、多くの人が一度は職 が上が

る ができる を行ってきた。特 子会社で人事評価

制度を るとき、一 の会社のように個人の 力が平

的にどれも上がっていくことを した ージ の

評価 にすると、障がいの 度（特に知的 ル）の

い、 いが のまま の人の評価になる クがある。ま

た、働く社員の中には、 の人 の 業 力は くなく

ても、 の人がいることで、場の がよくなったり、

周りの人がやる になったり、 に業 が進 ようにな

るといった を周 に与 ている人のことを評価に

できなくなるといった もある。特 子会社において

は、個人評価を するのではなく、グループの業 を個

人の評価に るなどの が必要ではないだ うか。

また、近年 目を めている、テ ール組 のように、人

事評価 体を行わないという組 もある。人を評価すると

いうことについて に る必要がある。 

 

 の 性  

続 数年を て特 子会社には きな がある

と感 ている。特 子会社には、 者と障がい者という

組みだけでなく、 向者、プ パー、 職、 企業

者など、実に多様な人 がいて、 れ れの立場から

の きや をフ ー クしながら会社の を行

っていくことができるからである。 れ れが なる立場

を前提に し っていくことで、 には したり、

したりすることもあるが、 に し い協 しながら

社の 化を っていくことで、これまでの 組みを た

ダイ ーシテ の実現ができるのではないかと感 る。ま

た、 との協働で、 会社の社員の中にも、障がいに

ついての理解が広がっている 応 も感 ている。こうし

た、人に し、価値 を ていくことも特 子会社の

加価値である。しかし、一方で、特 子会社の多様な人

の中で、特定の価値 や 組みに周りを 理に てはめ

ていくと、とたんに こは 心 の い になり、人が

っていく組 になる れがある。 で たように特

子会社は働く場であり、 の場でもある。 と

を にかけてど らかを選 するのではなく、 を実

しながら を上げる ルをどう構築するかという

行 こ が特 子会社の 在 ではないだ うか。

して、 が 在する職場はす ての社員にとって働きや

すい職場であるとい るのではないだ うか。 

 の （ 当 ） 

  

 の （ ） 
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の の ンタ ン  

の  

 

 子（株式会社 ータサー  グループ障がい者 人事 ） 
 

  

(1) 教 の 性 

の特別支援学校 等部における 教育 職業

教育の在り方については、以下の な指 や支援を行う

ことが 要であると れている ）。 

 個 の障 の状 に応 たきめ かい指 支援の下

で、 な 教育を行うことが 要である。 

 個 の生 の個 ー にきめ かく対応し、職場

体 活動の機会の や体 的な ーシ ル ルト

ー ングの などを行う。 

(2) の 障 者雇用 

グループの2019年度上 の障 者雇用実 の

果、雇用している障 者は 5 名であり、う 、 障

は122名と、障 別で も多い 4.6％を めた。 い

で 障 57名（16.1％）、下 障 49名（1 .9％）で

あった。 

厚生労働 の障 者雇用実 2）によると、従業員

名以上の事業 に雇用 れている 体障 者 42 ３

名のう 、 障 者は ４ 名（11.5％）で

あった。 の 果と すると、 グループにお

ける 障 者の は いと られ、長年 かの障

別と して も多い実 が続いてきた。 

( ) の  

グループにおける職場体 実 は、主に特 子会

社である株式会社 ータサー において、 立

の199 年より う学校を中心に をしてきた。 

は、実 の業 の中で実 生が しても し支

の い業 を中心に行っていたため、個 の生 の み

みを することができない状 が続いていたが、2014

年より、様 な業 体 ができるよう、実 プ グラムを

定した。ダ ーの事 サポート業 を 成し、就職した

に必要になる様 な ル クができる内容に 定

し、実 をしてきた。 

しかしながら、 グループとしての となる 行業

については、特 子会社では体 することができないため、

現行の実 プ グラムから 来の職業選 の選 を広げ

ることは しく、また、特 子会社での実 を て

グループ各社へ 社した場 に、 社前 の 事 の

プが生 る状 が続いてきた。 のため、201 年よ

り、 都 域の う学校 等部生を対 とした、イン

ターンシ プを することとした。 

 

  ンタ ン の  

本インターンシ プは、 教育の一環を い、生

の らなる成長と ムー な社会人生活への 行に 与

するために、以下の 目を目的に実施した。 

 行業の 力を体 する。 

 校の生 との協 学 により、 ーム ークの 要

を する。 

 働くということについて主体的に 、 来の社会で

の活 場 を い く。 

 的な進 選 のきっかけを る。 

 

 ンタ ン の 者 

都 域の う学校 等部およ 等部 科の生

を対 に実施した。 数は、201 年度 校22名、2019年

度７校22名であった。なお、進 または 教員の

率を し、201 年度16名、2019年度16名の 加があった。 

 

  ンタ ン の  

(1)  

インターンシ プ は、各学校の学業や行事との

を けるため、 み中の 日 、 は 日 とし

た。なお、 日 の は下表の通りである。 

 

表 ンタ ン の  

 

 

(2)  

７月上 に、申し みのあった各学校に 内を

した。インターンシ プへの 感の 成と、 行の し

の実感を提供するために、 内は「 のしおり」 子を

成、 に 立てた 加 、社員 に 立てたイン

ターンシ プ 生 を用 した。 に 学 の 業式

前に教員による事前指 を した。 

－12－



( )  

本インターンシ プは、全日 において 通 による

障を行った。 

  

グループの理解 社会人になる前に す き

ことの理解を めることを目的とし、「会社とは 事と

は とは」の を 定して、 グループ全体

と、就労 に関するグループ ークを行った。 

なお、本セ シ ンについては、 通 を 、

のできる社員が と を用い、 を行った。 

  

事上 な ーの 要 を してもらうことを

目的に、 ジ ーについての を けた。 

の を学 、名 の体 をした。名 はこ

らで事前に用 し、生 、 校の先生との 体 を

行った。 

 業務  

理業 の理解を目的に、業 事体 を

行った。業 とは、 グループの各事業 において、

、 理を う部 である。 

内容は、 の 業 、 フト のラ ング業 、

成業 の３部構成とし、 者が した 、指

をもとに業 を行わ た。 

業 の体 については、ただ数 を する

だけでなく、いくつかの を 定し、 く業 に取

り組 必要 を た。 

フト のラ ング業 体 では、ダ ーの フト

を 成し、ラ ング業 を行わ た。 を に う、

に れた に 用する、シールをまっす に

るなど、 業と われが な業 におけるルール

や 、正 の 要 を体 た。 

成業 の体 では、与 られたテー について、

グループで 成を行わ た。 られた 内で、

ン ーと協力して 用 に き、 の プ ンテーシ

ンを行わ た。 

  

行業の理解を目的に、 内 事体 を行った。 

本セ シ ンは、社員の 教育を している

グループの「 ーシテ 」の が し、

就業体 だけでなく、 通 を して 行業の を

する も た。 

内容は、 の 体 、 の力、 行提 の３部構成

とし、 表に れるなどの 体 だけでなく、 の力

について る、 近な人への 行提 というプ グラム

を通して、 グループが う 行業がどう社会に貢献

しているのかを る機会とした。 

 

 先 の  

企業で活 する先 社員から社会人生活の実 を学 こ

とを目的に、先 社員との を行った。 

先 社員は う学校の 業生とし、プ グラムは、パ

ル カ シ ン、 加生 からの タイム、ラン

会の３部構成とした。 

パ ル カ シ ンでは、 の 事のやりがいや、

事で 労したこと、 れを り た方法などについて

が行われた。 

加生 からの タイムでは、前日の り りにおい

て、先 社員に したいことを ト プするという

を し、 日は多くの 応 がな れた。 

ラン 会では、 れ れのグループに先 社員が一

人 つ り、 事に関することだけでなく、様 なテー

について ーシ ンがとられた。 

 

５ ン  

加生 を対 とした の ン ートでは、「 ー

ム ークの を感 た」「 的に することの

を感 た」「先 社員の から 事のやりがいが

できた」など主体的な きに関する が られた。 

 

６  教 ン  

率教員を対 とした ン ートでは、「生 の

ない様子が られてよかった」「 で働くために め

られる力がわかった」「先 社員の生の がよかった」

「 の教育活動に 立てたい」などの が られた。 

 

７  今後の 性 

教育をより 実 るためには、学校 との

を らに め、 方が ー を取り れ、向上していく

ことが 要である。 

インターンシ プでの学 と きが、本人の継続的な

成長と社会人に向けた テ プ プにつながるように、

より実 的で多 的なプ グラムを していきたい。 

学校においては、本インターンシ プが の

教育の となり、より実 的な指 につながれば いで

ある。 

 

【 】 
1 部科学 中 教育 会： の学校における 教
育 職業教育の在り方について（ 申） 60-62 2009  

2 厚生労働 ：平成 0 年度障 者雇用実 果 5-7
2019  

 
【連絡先】 

 子 
e-mail  keiko kasahara@ tb- ds.co.  
株式会社 ータサー グループ 
障がい者 人事  
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での障がい者雇用 定 の しい いて 

 

 （ テ ー ジ 株式会社 新 事業P ） 

 本 （ テ ー ジ 株式会社 センター） 

イ ン株式会社ダイ ーシテ 推進  
 

  

これまで 業における障がい者雇用は本社での事 や

センター、 ク ー 業 など 方支援やサ

ポート業 に就くことが多く、 （ ）で働く

ー は られていた。 での障がい者雇用推進にあた

り、 に 、 や では人員的な

体制や業 内容 業 ームの 、 現場社員へ

の教育を め、障がい者が たり前に で働く環境が

っていないことが にあげられる。 

しもが でいきいきと働き続けられる職場環境構築

の 、企業 による障がい者雇用の新しい取り組みを

する。 

 

  

テ ー ジ 株式会社（以下「 」とい

う。）は、19 0年に 立 れたイ ン株式会社の特 子会

社で「障がい者が働く をあたりま の社会にする」とい

う 理念のもと、障がい者と 者がともに する

、 、 の 「 クラム」の４ の と、

障がい者の就労 行なら に就労定 を支援する 12セ

ンターの を行っている。特 子会社として 40年に

り

 

 

  

会社 の就労 （ 業環境 理 業

理 理）の向上を通 、 現場体制の をする

ことで、障がい者が いきいき と「 」にて活 し続

けることを目的とした取り組み。また 取り組みによって

での障がい者雇用の推進につながり「障がい者が

にて働く をあたりま の社会にする」ことも目的とした。 

 

 しい障がい者雇用の  

この取り組みはイ ングループ各社で、個社ごとに行っ

ていた障がい者の雇用、働きやすい環境 くり、障がい者

社員と 現場社員への支援、 社 に行う教育などをイ

ン株式会社の特 子会社である のサポートを得なが

ら、 にて行うもので、 での会社 会、職場 学

会、職場実 などを てグループ各社で雇用 れた障がい

者社員は、一つの ーム（４人で ーム）となって

による 通の教育 サポートを けながら、 取り組みに

よって り れた各社の 業 を企業 の

を て して行った（図 ）。 の は、障が

い者社員へのサポートとして、 ームと 行してのジ

ー 支援 月 の教育の提供を行い 、 企業の

現場社員へのサポートとして、教育 の実施や都度

場の提供を行った（図 ）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 障がい者 る 業務  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 る  
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(1) の  

採用前に行ったサポート 

業 の り し 

の 成 

での会社 会 

での職場 学会 

での職場実  

障がい理解 の実施（ 現場社員 タ フ向け） 

対応 の実施 （採用 者向け） 

採用 に行ったサポート 

個人特 によりあわ た障がい理解 の実施 

体 の 化を し 提供（ ールの提供） 

機会の提供 

し方 指 法の ク ー 

定 的な の提  

ポイント 

ジ ー による職場実 をすることにより、業

職場環境を く理解することで、より い 現場社員

のサポートにつなげた。 

(2) 障がい者 の  

社前に行ったサポート 

お いしての職場実  

職場実 もジ ー 支援の提供 

社 に行ったサポート 

日業 サポートの実施（ 社 定） 

機関の提供 

教育 の実施（ 、 ジ ー、 ト 対

） 

ポイント 

社前の会社 会から 社 のサポートまでを一 し

て 一のジ ー にて行うことで、 を し、

新しい環境への 応をサポートした。 

職場実 の を 支援機関に、ジ ー が

し行うことで 関係の構築につなげ、 心感をもった

実 の実施につなげた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る業務 の  

５  後の各 の  

に かっています。 ームでの により 人では

来ない 事 をして いているので、 ームの を

実感しています。 

やりきれない場 まで できている。お 様か

らお めの を いた。 

ームが に来ることにより てない 価値

を得られるのでお 様サー に活か ている。 

障がい者社員の体 の 化を事前に 来たので、

化を げました。 ジ ー が の日の体 を

し、 有できているので定 につながっている。 

障がい者社員との し方に った す に できまし

た。都度事 を て 体的な対応の 方を の場で学

たのが かった。 

障がい者社員の成長 度が いと感 ている。 人の障

がい者社員が４社 の 本業 を なければなら 、

は が きいのではないかと ていたが、 社

以外の業 を しでも ることが、障がい者社員に

とって きな につながっていると感 ている。 

取り組みをきっかけに業 ルの を実施。

果として、障がい者社員に ら 新たな社員の け

れにも 立つ ルが 成した。 

 

６  

の取り組みには していた定員を上 る障が

いのある方 にご応 いた。これは 取り組みのサポー

ト体制に 心感を障がい者と の支援者の皆 まが感 て

くだ ったことの表れだ。 にこた る として、就労

７カ月 、現在も継続就労につながっている。 

取り組みに ら 、 も ー に わ る でこれ

まで以上に障がい者社員が働きやすい職場環境や 組みを

構築することで、 もが たり前に個 と 力を して

活 する職場環境の構築につなげていきたい。 の環境と

組みを生活に密 している グループがつくることで、

「障がい者が働く をあたりま の社会にする」ことに貢

献していきたいと る。 

 

【連絡先】 

  

テ ー ジ 株式会社 新 事業  

e-mail：t torii@a scr m.co.  
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「 務者 用 る 性 いての 」 
務の 成 用 して し 用 いて  

 

日  子（ 事 陽株式会社 ークサポート ーム 福祉 社会福祉 ） 

福   （ 事 陽株式会社） 

本   （ 事 陽株式会社 部  ークサポート ーム） 

   子（ 事 陽株式会社 ークサポート ーム） 
 

   

社は 業 を通 た 度障がい者の雇用促進を目的と

して19 年に 立 れた社会福祉法人 陽の と 事

株式会社の 企業である（本社： 別 ）。

事 の人事 シ テムやグループウ の プ

ーシ ン 理に いて 社グループ企業 一

の ウハウを 、 に と することで

実 を上げてきた。 し ら 社シ テム ンジ

（以下「SE」という。）の 化や 方に ける の 

障がい者採用が となったことで、 に ける人員 

や長 労働といった が 化する事 となった。 

こで 力となる障がい者SE採用の ン ル

を 目指し、201 年 に在 SE 成事業を 。 社が

パート ーを める株式会社 テ テ ー

タ イントラ ート株式会社（以下「 ータイントラ 

ート」という。）と し 社の提供する  

教 社の実 を した障がい者を雇用に  

げることとした。従来の採用では就労 の を 

前提 としてきたが、 事業では 有 ルを し 

選 を進めた。 の 果、既 の採用要 に てはまら 

ない 職者の多様な特 事 に直 することとなった。  

本 表では新 事業を通し した 社の採用方 に  

ついてご することとしたい。 

 

 S 成 業の  

(1)  

社と ータイントラ ート社との により、 

在 を しかつ 業 に いて一定の ル

を つ障がい者を対 にW プ ーシ ン「イントラ

ート」を学 る 教 を提供。教 の を 

し実 実 をク した 者を採用に げるもの。

は教 実 実 ４ 月 。201 年 

月から現在に る ３ に け を実施し2 名が 。    

(2) 者の  

 社ウ サイト 

 ウ の 広  

  

 関 体からの  

( )  

 障がい者 を っていること。 

 にP インター ト環境があること。 

 20 以上働けること。 

 以下の ルを 有していること。 

     の記 が 来る。 

     S でプ グラ ング が 来る。 

     S の 本事 を理解している。 

     W シ テムの が 来る。 

( ) 用 での  

① 者による応 の 。 

② 社にて 実施。 者の 定。 

 。理解度テ ト実施。 

（ 者のみ）実 の 。 

（実 者のみ） 社就労支援 部  

による 支援環境の 。 

（ の で ない場 ） 採用。 

( ) 修者 用の  

一  

   者  14名 

   既採用者 ３名（ 体障がい 名 障がい 名） 

   採用 定 名（ 体障がい） 

   

   者  ３名 

   既採用者 名（ 障がい 名） 

      採用  名（ 障がい） 

 2019年 月現在就労 中。 

   

   者  11名 

      採用  ７名（ 体障がい 名 障がい 名） 

         社就労支援 部 による 

を て採用 定。 

 

 業での  

社は2014年より ータ 力業 に いて在 者の

採用を行っているが、 業 に従事している在 者は

全員 度の 体障がい者。 障がい者については2007年

より社内で 全な就労支援体制を し雇用を進めてきた
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が、支援者が近くにいるからこ 定就労に がるものと

障がい者を在 にて雇用することは して

いなかった。 

しながら の在 SE 成事業に いて多くの 

障がい者から応 を 。 らが通 にて働けない 

理 には 通して「対人関係の ト 」「 」

「 による ーシ ンの取り ら 」がある 

ことが った。また、 方には障がいを ープンにして 

働くことの 来るシ テム 会社が めて ない状 も

。 障がいを つ応 者の中には就労 が く 

めて い ルを つ人 がいたことから、 社も

障がいを つ在 SEの採用に み ることとした。 

 

 し  

障がい者については就労 の が 定就労に

がるものとし雇用を進めてきた（採用要 として が

あること、支援機関等のサポート体制が っていること、

まった日 に 定して できることなど 数要 を 

定。）。 しながら在 SE 成事業については ル

で採用へのプ セ を進めた 果、実 はク   

できたものの、 社が採用の前提としてきた就労 が   

わっていない採用 者が 現することとなった。 

 

５  

   生活 の  

    の生活を り ームに 。 

    生活 の 部 に ン く 理 。 

   障がい特 の  

    の障がいについて理解が い。 

    就労 に 生しうる と対 法が 。 

   支援環境の  

    支援機関の 在を知らない。 

    かつては があった支援機関と になって

いる。  

   就労 の  

    就労 がなく する働き方が らない。 

    力が い。 

   

６ の  

を つ らは、 も も通 社員に められる 

「就労 」に があるからこ 在 を して

いるのである。 社は らの就労 ４ 月にも

に取り組んだ実 に み、 らを雇用に げる 社

の採用要 に するよう各 の特 事 と 的に 

向き うこととした。 の上で本人 のもと に  

対する様 なサポートを実施し、一定 ルまで   

れた状 を め雇用に げることとした。 

 

７  

 生活 の  

支援機関に 生活 の りごとを する く

でのサポート体制を構築。 

   障がい特 の  

    実 や本人とのやりとりを通し 社 福祉

（以下「PSW」という。）が いた を本人に

フ ー クし を促した。 

   支援環境の  

通いやす を し 社PSWが支援機関を 。    

本人の や ー に り いながら、支援機関に

げるサポートを実施。 

   就労 の  

実 を通し働く感 を んでもらいながら、

トや ール等本人が しやすい ー

ルを 。 れらを いながら 力をつける

を実施。 

 

  

就労 が わっていない障がい者に対し就労の の

サポートを行う 事は本来企業の 事ではなく支援機関の

事である。 しながら社会には の働き を解  

する がなく、働きたくても働けない障がい者が 在

するということが った。 

正直社内でも「ここまで企業がやるのか」という が 

あがった。 しながら らが必要な支援に がることで 

社会に て 力を 来るのであれば、 ひ 社が の

しをしようという に った。というのも 事業を

通し全 の な 者を できたことは、 社に 

とって人 の と業容を げる ン となるからである。 

 い 社には な 福祉 等で構成 れた

就労支援 ームが 在している。 事業を通し 社の

支援 ルを きながら、 も就労 がある 職者を

一人でも採用に げる 現状の方 で 事業を進めていく

こととしたい。 

 

【連絡先】 

  子 

事 陽株式会社 ークサポート ーム 

e-mail： atanabe@mctaiyo.co.  
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の雇用支援 障がい者雇用センタの  

 

柴野 陽子（株式会社日立ハイテクサポート 障がい者雇用支援センタ 企業在 職場 応援 者）  
 

  

日立ハイテクサポート（以下「（HSP）」という。）

は、 日立ハイテク ジー の特 子会社として、19 7

年４月に 立 れ、 年 月に特 子会社 定を けた。 

「 に応 るサー 提供を通して、より い 生社会

を実現します」という企業 ジ ンの下で、障がいを つ

社員と たない社員が し、協力し いながら、日立ハ

イテクグループ（以下「（HHT）Gr」という。）各社へ対

して、人事、 、 理、 、 等の各 業 サポー

トを行うことを通して、より い 生社会の実現をめ し

ている。 

2017年４月には、（HHT）Grへ対して障がい者雇用にお

ける採用、教育、定 などの支援を行う部 「障がい者雇

用支援センタ」を新たに 立し、特 子会社として（HHT）

Gr全体の障がい者雇用を する も果たしている。 

 

 

 （HSP）の  

 

 （HSP）障がい者雇用支援センタ の  

（HHT）Grでは従来、各 各社が れ れの 法で障

がい者雇用を して、個 に法定雇用率を達成すること

で、グループとしての社会的 を果たすことを 本理念

として取り組んできたが、採用活動が したり、採用し

ても で 職したりする があった。加 て、法定

雇用率の き上げや、障がい者 場の 化、定年 職によ

る 員などによって、必要雇用者数の増加なら に が

念 れる中、グループ全体で みを 、 的かつ

率的に、雇用率や定 率を上げるための方 を図っ

た。 

（HHT）Gr全体として、「法定雇用率＋0.5％」の雇用率

を目標数値とし、各 各社は法定雇用率を すること

を方 とした中で、（HSP）が 立 から取り組んでき

た や、特 子会社としての ウハウ、人員供給先であ

る学校や各 域支援機関との緊密な関係などを、（HHT）

Gr全体で活用することにより、（HHT）Gr としての障

がい者の雇用、定 化の支援、 ンサルテ ングを行うこ

とを目的として、（HSP）障がい者雇用支援センタが 立

れた。 

 

 （HSP）障がい者雇用支援センタの  

（HSP）障がい者雇用支援センタは、企業在 職場

応援 者 名と、障 者生活 員 定 者

名の ７名で構成 れた部 であり、全 に 在する

（HHT）Gr各 各社へ対して、障がい者雇用に関する

的な支援を行うことにより、（HHT）Gr全体での 定し

た障がい者雇用、定 化に貢献することを としている。 

 

 
 （HSP）障がい者雇用支援センタの  

 

 障がい者雇用支援センタの活動 

（HSP）障がい者雇用支援センタの業 内容は表の通り

である。①職場の理解 成により、障がい者 体制構築

を図ることを目的とした教育支援、②外部機関との に

より、人 、職域 を図ることを目的とした採用支

援、 障がい者社員や現場への働きかけにより、 社 の

定就労を図ることを目的とした定 支援、 グループ全

体としての ンプライ ン を目的とした法 対応支

援、 グループ全体としての障がい者雇用に関する

一を目的とした 提供支援、 採用 達成のための施

を目的とした雇用企 支援、これら を中心と

して、障がい者雇用に関する多 的な支援を行っている。 

上記に加 て、特別支援学校や支援機関からの会社 学

や実 、関係機関での などを 的に行うことや、

特別支援学校へ対して、（HHT）Grの である日立 上

を用いた理科教育支援活動や、（HHT）Grの ーポ

ート 子 ト ール ームである日立ハイテク

クー ー の選 による指 サー などの提供を行うこ

とを通した、CSR活動も行っている。 

業 だけでなく、多様な で企業が評価 れ めてい
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る現在、障がい者雇用支援活動を通した（HHT）Grの企業

価値向上を目指している。 

 

表 （HSP）障がい者雇用支援センタの担当業務 

支援区分 内訳 

(1) 教育支援 

① 階層別障がい者教育 

② 全社向け教育 

③ 障がい特性解説 

④ 現場支援者向け教育 

⑤ 人総部門障がい者担当教育 

(2) 採用支援 

① 学校支援センタ紹介、訪問 

② 実習受入指導 

③ 職域切り出し支援 

④ 会社合同説明会参加支援 

⑤ 面接ノウハウ指導 

(3) 定着支援 

① 現場巡回訪問 

② 支援機関との連携支援 

③ 作業マニュアル作成支援 

④ トラブル案件相談 

⑤ 障がい者各種研修 

(4) 法令対応支援 
① 差別解消法遵法チェック 

② 関連法情報提供 

(5) 情報提供支援 

① 通信誌発信 

② その他情報発信 

③ ポータル更新 

(6) 雇用企画支援 
① 雇用企画 

② 統計管理 

 

 

 

「障がい者各種研修」で使用している教材 

 

５  活動成果 

（HSP）障がい者雇用支援センタの取り組みによる、主

な成果は下記の通りである。 

(1) 定量効果 

（HSP）が長年構築してきた人員供給先との緊密な関係

を活用することにより、（HHT）Gr全体として多くの障が

い者を採用することができ、障がい者雇用率の上昇を実現

した。 

また、各教育の実施を通して、障がい者に対する正しい

理解促進を図ったことにより、従来雇用を行ってこなかっ

た知的障がい者を採用する個社が増加した。 

① 障がい者雇用率（雇用カウント数）の上昇 

2017年３月：2.57％（212カウント）  

⇒ 2019年７月（直近）：2.62％（241カウント） 

② 知的障がい者採用個社の増加 

2016年度以前：４社 ⇒ 2019年度：７社 

(2) 定性効果 

（HHT）Gr内だけでなく、社外へ対して行ったCSR活動に

ついても外部より評価をいただき、（HHT）Grの取り組み

を広く周知する機会を得ることができた。 

① 東京都教育委員会より、都立特別支援学校就労促進へ

の貢献へ対し、「事業貢献企業」に選定。感謝状授与 

② 社会貢献として実施した特別支援学校での理科教育支

援活動について、新聞やホームページなどの各媒体へ

掲載 

 

６  今後の展望 

障がい者雇用を取り巻く環境が激化する中で、継続して

「法定雇用率＋0.5％」の雇用率を（HHT）Gr全体の目標数

値として達成していくためには、障がいのある方から「選

ばれる企業」となるためのパラダイムシフトが必要である。 

既成の概念に捉われない職域や、障がいの内容などに、

広く対応できる体制を（HHT）Gr全体で構築し、障がいの

ある方一人ひとりが生きいきと働ける場を、広く提供して

いけるよう、（HSP）障がい者雇用支援センタが中心と

なって取り組んでいく。 

 

７ 謝辞 

本取り組みを推進していくにあたり、ご理解、ご協力を

いただいております、（HHT）Gr各社、教育、行政、福祉、

医療、企業等の関係機関の皆様へ厚く御礼を申し上げます。 

 

【注釈】 

日立グループでは「障がい」の「がい」を平仮名表記としてい

るが、法律等の固有名詞については正式名称で表記している。 

 

【連絡先】 

柴野 陽子 

株式会社日立ハイテクサポート 

e-mail：yoko.shibano.da@hitachi-hightech.com 
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